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せとうち観光専門職短期大学 科学研究費助成事業取扱規程 

 

（目的） 

第 1条 せとうち観光専門職短期大学(以下「本学」という。)は、科学研究費助成事業(学

術研究助成基金助成金／科学研究費補助金)(以下「科研費」という。)を受ける本学

に所属する者(以下「研究者」という。)との間で次のとおり取扱規程を定め、科研費

の適正な使用、運営を図り、もって学術の発展に寄与することを目的とする。 

(応募資格) 

第２条 研究計画調書に記載された研究代表者及び研究分担者は、応募の時点において、文

部科学省及び独立行政法人日本学術振興会(以下「交付団体等」という。)が公募要領

等に定める応募資格を有していなければならない。 

(研究者との関係) 

第３条 本学は研究者に代わり、科研費(直接経費)を管理し、科研費(直接経費、間接経費)

に係る諸手続を行う。 

２ 研究者が直接経費により購入した設備、備品又は図書(以下「設備等」という。)に

ついて、当該研究者からの寄付を受け入れるとともに、当該研究者が他の研究機関に

所属することとなる場合には、その求めに応じて、これらを当該研究者に返還する。 

３ 研究者が交付を受けた間接経費は、交付された時点において研究者から本学へ譲

渡されるものとし、研究者が他の研究機関に所属することとなる場合には、直接経費

の残額の３０％に相当する額の間接経費を当該研究者の転出先の研究機関へ送金す

る。なお、転出先の研究機関への送金をもって、当該間接経費を当該研究者へ返還し

たものと見なす。 

(直接経費の使用開始) 

第４条 新規の研究課題については内定通知受領後直ちに、また、継続の研究課題について

は４月１日から、それぞれ研究を開始し、必要な契約等を行えるものとする。必要な

経費は、直接経費受領後に支出することを原則とするが、本学が立て替えて直接経費

受領後に精算することもできるものとする。 

(直接経費の保管) 

第５条 直接経費は、適切な名義者の銀行口座に預金する等により、適正に保管する。 

 (支出の期限) 

第６条 補助事業に係る物品の納品、役務の提供等は、補助事業を行う年度の３月３１日ま

でに終了し、これに係る支出を、交付団体等の配分機関の実績報告書の提出期限まで

に行わなければならない。ただし学術研究助成基金助成金については、研究期間の範

囲内で物品の納品、役務の提供等を行うことができる。 

(費目別の収支管理) 

第７条 直接経費の収支管理は、交付団体等の定める「収支簿」を用いて、費目(物品費、
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旅費、人件費・謝金、その他)ごとに行う。費目の定義は交付団体等の定めるところ

による。なお、費目ごとの本学内における取扱いについては、別に定める。 

(使用の制限) 

第８条 直接経費は次の経費として使用してはならない。 

(1) 建物等の施設に関する経費(直接経費により購入した物品を導入することに

より必要となる軽微な据付等のための経費を除く。) 

(2) 補助事業遂行中に発生した事故・災害の処理のための経費 

(3) 研究代表者又は研究分担者の人件費・謝金 

(4) その他、間接経費を使用することが適切な経費 

(合算使用の制限) 

第９条 次の場合を除き、直接経費は他の経費と合算して使用してはならない。 

(1) 補助事業に係る用務と他の用務とを合わせて１回の出張をする場合において、

直接経費と他の経費との使用区分を明らかにした上で直接経費を使用する場

合 

(2) 補助事業に係る用途と他の用途とを合わせて１個の消耗品等を購入する場合

において、直接経費と他の経費との使用区分を明らかにした上で直接経費を使

用する場合 

(3) 直接経費に他の経費(委託事業費、私立大学等経常費補助金、他の科研費及び

間接経費など、当該経費の使途に制限のある経費を除く。)を加えて、補助事業

に使用する場合(なお設備等の購入経費として使用する場合には、研究者が所

属研究機関を変更する際などに補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該設

備等の取扱いを決めておくこと。) 

(4) 直接経費に、他の科研費又は複数の事業において共同して利用する設備（以下

「共用設備」という。）の購入が可能な制度の経費を加えて、共用設備を購入す

る場合（ただし、同一の研究機関において購入する共用設備に限る。なお、各

事業に係る負担額及びその算出根拠等について明らかにしておくこと。） 

(間接経費の使用及び支出の制限) 

第１０条 間接経費の使用による物品の納品、役務の提供等は、科研費の交付を受けた年度

の３月３１日までに終了し、これに係る支出を当該年度の直接経費に係る実施状

況報告書又は実績報告書の提出期限までに行わなければならない。 

(間接経費の使途) 

第１１条 間接経費は、補助事業の実施に伴う管理等に必要な経費として、研究者の研究環

境の改善や本学全体の機能の向上に活用するものであり、別に定める本学の「間接

経費取扱規程」により、配分を受けた当該研究者の所属する学科の学科長等及び事

務局長の責任の下で公正・適正かつ計画的・効率的に使用するものとする。 

(使用実績の報告) 
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第１２条 毎年度の間接経費使用実績を、翌年度の６月３０日までに、府省共通研究開発管

理システム(e-Rad)により、日本学術振興会に報告するものとする。 

(契約) 

第１３条 契約に当っては、一取引の税込金額が１５０万円以上の場合には、見積書のほか

に契約書を、３０万円以上１５０万円未満の場合には見積書のほかに請書を、１０

万円以上３０万円未満の場合には見積書をそれぞれ徴収するものとする。契約の

方法は一般競争契約によることが望ましいが、指名競争契約又は随意契約によっ

ても差し支えない。なお、随意契約による場合には、２以上の者から見積書を徴収

するものとする。 

(諸手続) 

第１４条 次の諸手続については交付団体等の定めるところによる。 

(1) 応募・交付申請に係る手続 

(2) 交付申請書の記載内容の変更に係る手続 

(3) 実績報告等に係る手続 

(4) 研究成果報告に係る手続 

(5) 研究成果発表に係る手続 

(適正な使用の確保) 

第１５条 科研費の不正な使用を防止するため、研究者及び事務職員を対象として、コンプ

ライアンス教育及び研究倫理教育を積極的・定期的に実施しなければならない。な

お、コンプライアンス教育及び研究倫理教育の実施については別に定める。 

２ 毎年無作為に抽出した補助事業(全体の概ね１０％以上)について、監査を実施

し、各年度の応募の際に、その実施状況及び結果について文部科学省に報告しなけ

ればならない。 

３ 前項で実施した監査の一部(監査を実施する補助事業の概ね１０％以上)につい

ては、書類上の調査に止まらず、実際の科研費使用状況や納品の状況等の事実関係 

の厳密な確認をしなければならない。 

(不正な使用) 

第１６条 科研費の不正な使用が明らかな場合や、不正な使用が行われた疑いのある場合

は、交付団体等に報告の上、速やかに調査を実施し、その調査結果を交付団体等に

報告するとともに公表しなければならない。 

(関係書類の整理・保管) 

第１７条 次の関係書類を整理し、補助事業期間終了後５年間保管しておかなければなら

ない。 

(1) 交付団体等に提出した書類の写等 

(2) 交付団体等から送付された書類 

(3) 科研費の使用に関する書類 
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① 直接経費 

(ア) 収支簿 

(イ) 預貯金通帳等 

(ウ) 直接経費が適切に使用されたことを証明する書類(領収書、見積書、

納品書、請求書、契約書、請書、検査調書、出張命令書、出張依頼

書、出張報告書、出勤簿、会議録、送金記録など) 

② 間接経費 

(ア) 間接経費が適切に使用されたことを証明する書類(領収書、見積書、

納品書、請求書、契約書、請書、検査調書、出張命令書、出張依頼

書、出張報告書、出勤簿、会議録、送金記録など) 

(イ) 各研究代表者及び研究分担者からの間接経費の譲渡を記録した書

類 

(ウ) 各研究代表者及び研究分担者への間接経費の返還を記録した書類 

 (その他) 

第１８条 この規程に定められていない事項についてはすべて、交付団体等の定めるとこ

ろによる。交付団体等に定めのない場合は、別に定める。 

(改廃) 

第１９条 この規程の改廃は、学長が行う。 

 

 

 


